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研究ノート
要素の不移動性，調整，および
ヘクシャー・オリーン・モデル
小
?
正 雄
ー 月乞
ヘクシャー・オリーン・モデルでは，生産要素市場を含む全ての市揚が完全であると仮
定されている。しかし生産要素市場に限定しても，そこには様々なデイストーションが存
在するのであり，そのようなデイストーションが存在する場合に，そうでない場合におけ
る結論がどのように修正されるかということは興味ある問題である。このような点につい
ては， Bhagwati-Srinivasan(1971), Jones (1971), Batra (1973), Brecher (1974), 
Magee (1976)その他の多くの研究が発表されており， price-outputresponse, 貿易パ
ターン，ヘクシャー・オリーン理論，ストルパー・サムエルソン定理などについて，逆説
的なケースが生ずることが指摘されている。
他方， Neary(1978, a)は， 要素価格差の下での逆説的な結論は， 体系が動学的に不
安定な場合に生ずることを明らかにしている。
周知のように，要素市場の不完全性は，要素価格差，要素価格の硬直性，および移動性
が欠けている場合に分けられるのであるが， Specific Factorモデルが大きな関心を集め
てきていることもあって，最近の研究の中心は従来の要素価格差から要素の immobility
の方に移ってきていると考えられるのである。
小論の関心もこの分野に向けられるのであり，とりわけ，ヘクシャ・オリーン・モデル
に要素の immobilityを尊入することによって， 短期と長期の調整プロセスを明らかに
することにしたい。 また Neary(1978, b)では明示的でなかったモデルを陽表的に定式
化することにしたい。
2 要素 immobility下のモデル
ヘクシャー・オリーン・モデルでは，完全な要素の移動性が仮定されており，財市場や
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要素市場におけるデイストーションは存在しないものと想定されている。このような仮定
は，非常に長期的で理想的な市揚形態を考えている場合には妥当するのであるが，短期的
には，生産要素は産業間を全く移動しないか，或は部分的にしか移動しないのであり，市
場には多くのデイストーションが存在するのである。 しかし短期的には生産要素は im-
mobileであり，また factorpriceが rigidであっても，長期的には mobilityも生じ，
factor priceもflexibleになるであろう。このような側面を明らかにするために，ここ
ではまず通常のヘクシャー・オリーン・モデルを定式化した上で， factor mobilityと
factor price flexibilityについて，いろいろな variationを考えることにする。
通常の諸仮定の下でのヘクシャー・オリーン・モデルは，次式で示される。
ふ=Fi(L;,氏） j=l, 2 
w=FL1(L1, K1) 
=PFL2(L2, K2) 
r=FK1(L1, K1) 
=PFK2(L2, K2) 
LサL2=L
(1) 
(2) 
(3) 
(4) 
(5) 
(6) 
K1十氏=K (7) 
ここで， L;, K; はj財の生産に向けられる労働量と資本盤である。またか=1.P= 
P2, したがって， Pは第2財の相対価格であり， また W とrは賃金率と資本のレンタ
ルである。また L とKは， 労働と資本の存在量である。 さらに h;=8Fi/8L;>o,
Fxi=8Fi/8K;>Oである。
[1)はj財の生産関数であり， (2)~(5)は利洞極大条件である。 (6)(7)は完全雇用の仮定で
ある。
このモデルには， 8個の式があり， X;, L;, K;, w, rの8個の変数がある。パラメー
ター は， P,L, Kである。いま，こ9のモデルで示される自国は小国であり，また第1財に
比較優位を持つものとする。
さて，初期のパラメターの値に対して， 内生変数の初期の値が決まっているもの．とす
る。そのような状況の下で， 貿易が開始されるのであるが， 生産要素はさし当り immo-
bileである。貿易の開始によって， dp<oとなるが， factorが immobileであるから，
FLi, Fがは一定である。したがって，初期には w=妬 =w2,r=r1=乃であったとして
も， (2)~(5)から， W2と乃は， Pの低下に比例して下落することになり， dP<Oの後
は， w1>叫， r1>r2となる。
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ところで， factorが immobileであるということは，生産要素を特定の生産部門に
specificにするということである。そのような場合，貿易は輸入財部門で用いられている
生産要素を共に不利化し，輸出財部門で用いられている生産要素を共に有利化することに
なるのである。そして同一産業部門で用いられている生産要素は利害を等しくするのであ
る。
一般的に，短期においては生産要素は immobileであり， 特定の産業部門に specific
である。ただこの場合にも 2つのケースが考えられるのであり， 1つは全ての生産要素が
immobileな超短期であり， 今1つは， 少なくとも 1つの生産要素が immobileな短期
である。 2つのケースを通じて， 少なくとも 1つの生産要素は specificであるから， 2 
つのケー ス共， specificfactorモデルで扱うことができるのである。 これに対して，通
常のヘクシャー・オリーン・モデルでは両要素共 mobileであると仮定されているので，
それは長期の側面を扱っていることになるのである。このようなヘクシャー・オリーン・
モデルの場合，もし第1財部門が労働集約的であり，第2財部門が資本集約的であれば，
dP<Oによって，労働者が利益を受け，資本家が損失を蒙ることになるのである。つまり
産業部門間の利害の対立ではなく，生産要素所有者間の利害の対立となるのである。
ところで，以上の議論では生産要素は im,mobileであり，したがって (1)から d均=O
であるが，要素価格は伸縮的であると仮定しているので， dP<Oによって， w1>w2,r1> 
乃となり，生産要素は完全雇用されるものとしている。
しかし， factorimmobilityの仮定に factorprice rigidityという仮定をつけ加えた
場合にはどうなるであろうか。この場合，生産要素価格は初期の W=妬 =w2,r=r1 =r2 
で固定されているのに対して， 第2財部門の限界生産物価値は Pの下落によって低下す
るので，第2財部門で用いられている労働の失業および資本の不完全利用が生ずる。つま
りdL2<0,d氏<o, したがって(1)から dふ<oとなるのである。これに対して， factor
immobilityの仮定から， dL1=0, d氏=Oであり，したがって， (1)から dX1=0とな
る。
以上から， factorimmobilityが factorprice rigidityと共に生じた場合には，生産
要素の不完全利用，したがって，それによる生産の損失が生ずることになるのである。
次に， factorpriceが flexibleである場合に帰って，パラメター P,L, K; が変化し
た場合の短期と長期の adjustmentprocessを考えることにする。
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3 財価格の変化の効果
前節で， factorpriceが flexibleで， factorが immobileな場合，パラメター Pの
変化によって，産業部門間で要素報酬率格差が生ずることが知られた。したがって，若干
の時間が経過した後に要素の移動が可能になれば，生産要素が移動して調整 processが
開始されることになるであろう。それを(1)~(7)のモデルを変形することによって明らかに
したい。なお，われわれは調整 processを超短期，短期．および長期の 3つに区別する
が，それはそれぞれ，両要素共 nonshitable, 労働のみが shiftable, 資本も shif table 
になることによって区別されるものとする。
まず， j財部門における要素代替の弾力性を町とすれば，生産関数(1)が一次同次であ
れば．
町=FL1FK11FLK1Fi>o (8) 
となる。ただし FLK1=8F1/8LaK>Oである。また八印は，その変数の百分比変化を表
わすものとする。例えば P=dP/Pである。さらに， 初期の封鎖経済の下での要素報酬
率を特定化して， (2)の WをWi,(3)の Wを叫， (4)の rをな (5)の rを乃とする。
(2)から
dw1=F1LLdL,+F1LKdK, 
を得るが，生産関数が一次同次であるから.FL1はゼロ次同次である。したがって
F1LLL1+F1LKK1=0 
となる。 UO)から
F1LL= OK1W1 
a,L1 
(9) 
UO) 
tl 
を得る。ただし, OK1=K: 炉ぶ/F1=K1ri/ふで，第1財部門に占める資本報酬のシェア
である。 UO)Ul)から
FLK1= OK1W1 
a1K1 
を得る。 UlU2lを(9)に代入して， W1で割れば
" (}Kl " " W戸ー(K,-L1)
G1 
を得る。
同様にすれば， (3)から
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を得る。ただし， {}K2=K:訳'ir.2;p2で， 第2財部門における資本の資本報酬のシェアであ
る。全く同様のことを(4)(5)についてすれば
{)Ll ＾＾  ＾=-(L1-K1) 01 r1 
＾＾ ＾＾  ()L2 乃=P+-(L2-K2) 02 
U5) 
U6l 
を得る。ただし， 0L1=L1FL1/F1,0L2=L2FL2/F2で，それぞれ第1財部門と第2財部門
における労働報酬のシェアである。
U3lU船5)U6)は， P,L;, および氏の変化が W;,乃に与える効果を示している。した
がって， factormobilityについていろいろなケースを想定することによって，いろいろ
な adjustmentprocessを考えることができる。
第1は，両生産要素が共に immobileな超短期の場合である。この場合，らと K;は
初期の値のままであるから，ら=K;=Oである。このような関係をU3lU4lU5lU6lに代入すれ
ば，
を得る。
＾＾ ＾＾  ＾wi= ri=O, w2=r2'=P (17) 
自由貿易によって， dp<o, したがってP<oとなる。それ故にU7lから， 第2財（輸入
財）部において用いられる労働と資本の報酬率は， Pの下落に比例して低下することにな
るのである。したがって，このような超短期においては，第2財部門で用いられる労働と
資本は，共に損失を蒙るのである。そしてここでは両要素共， non-shiftableであるか
ら， adjustmentprocessは作用しない。
第2に， 労働のみが shiltableになる短期における adjustmentprocessを考える。
この場合， K戸氏=Oであり，また(6)から L,LサL2L2=0である。また初期に， W戸W2
 ＾であるから， W戸叫である。このような関係をU3lt4lに代入すればL1=—竺~A
.d 
p 
L 
A 0西LiA 
2= A 
p 
を得る。ただし， A=(叩9K2L叶 02肱山）>oである。
(18) 
(19) 
(18)U9)から，貿易によって Pが低下すれば， 第2財部門から第1財部門に向けて労働が
移動することがわかる。勿論， (18lU9lは，完全雇用の仮定， LJサLよ2=0をみたしてい
る。他方，両財部門の資本は non-shiftableで一定であるから， pの低下は第1財の生
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産姑を引上げ，第2財の生産晶を低下させることになるのである。
このような労働の移動は，両財部門における賃金率が等しくなるところまで行なわれる
のであるが，そのような短期の均衡における賃金率は，初期の賃金率と比べてどうなって
いるであろうか。また短期均衡にいたるプロセスで，資本のレンタルはどう変化するであ
ろうか。
まず短期均衡における賃金率は，初期のそれよりも低下するのであるが，それは次のよ
うに示される。 (18)を(13)に代入して， K1=0とおけば
A a2eK1L2' 
W1= L1 
p (20) 
となるので， P<oの下では wi<Oとなり， 賃金率は初期の値よりも低下するのである。
勿論(20)は， U9lを(14)に代入して氏=Oとしても得られるのであり， 短期均衡における両部
門で共通の賃金率は， Pの低下によって初期の値よりも下落するのである。また，両部門
の資本のレンタルは， (18)(19)を允=OとしたU5l(16lに代入することによって，その変化が知
られる。つまり
'<120ぃLz,
r1=- LI 
p 
ら=(1+゜1ゲ）｝
である。
(21) 
(2) 
つまり， pの低下によって労働が第2財部門から第1財部門に移行するため，短期均衡
においては，第1財部門の資本のレンタルは初期のそれよりも上昇し，第2財部門の資本
のレンタルは，初期の値よりも低下するのである。仮定によって，初期においては r1=r2
であったので，短期均衡においては，資本が第2財部門から第1財部門に移動する ince-
ntiveが生じていることになるのである。 したがって，資本が shiftableになる長期の
側面においては，資本が第2財部門から，第1財部門に移動することになり，このような
adjustment processにおいて，第1財部門の労働の限界生産性は上昇し，第2財部門の
それが低下することになる。そして長期均衡においては，資本の限界生産物価値が両財部
門において等しくなり，同時に労働の限界生産物価値も両財部門において等しくなるので
ある。
以上の超短期，短期，および長期の均衡点，および adjustmentprocessを， Neary
(1978, b)の図にならって示せば， Fig.1 (a) (b)のようになるであろう。
Fig• 1 (a)で， 乃曲線は j財部門における労働の限界生産物価値を表わしている。 Oi
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w n V: V/ Vi ， ? ?? ? W。
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図1(a) o, 
?
o, 
o, 
K, 
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t:'-----------jH 
I 
(b) 
?
K, 
o, 
??
は j財の原点であり，縦軸は賃金率を表わし， 横軸 0102の長さは労働存在最を表わし
ている。また Fig.1 (b)は， box-diagramであり，曲線 01B。E氏）2は契約曲線である。
初期の乃は V/であり，均衡点はそれぞれ A。,B。である。賃金率は W戸叫であ
る。
さて，第2財の相対価格 Pが貿易の開始によって低下するものとする。 Pが低下すれ
ば， Vioは変化しないのに対して， V砂は四に Pの低下に比例して低下する。このた
め超短期においては，第1財部門の賃金率は W1であるのに対して，第2財部門のそれは
妬’に低下することになる。しかしこのような，賃金格差が生じているので，労働のみの
mobilityが可能になる短期においては， 労働は第2財部門から第1財部門に向けて移動
するであろう。この労働移動の大きさは， RSである。この移動によって，短期の均衡点
Esが達成されるのである。しかしこのような短期の均衡点においては，第1財部門の資
本のレンタルが第2財部門のそれより高くなっているのである。それ故に，資本の移動が
可能となる長期の側面においては，沢本が第2財部門から第1財部門に移動する。その大
きさは HGであるが， しかしそれによって同時に第1財部門の労働の限界生産性が高ま
61 
502 爛西大學「紙清論集」第33巻第5。6合併号
り，第2財部門のそれが低下するので， ViDは Vilにシフトし， V21は V社にシ＇7トす
るのである。この processで移動する労働量は STである。このような資本と労働が第
2財部門から第1財部門に移動することによって， 最終的な均衡点 ELが達成されるの
である。長期均衡点 ELでの資本労働比率は，初期の均衡点でのそれよりも，両財部門
で高まっているのである。それ故に， 長期均衡点での賃金率 WLは初期のそれより高ま
っていなければならない。勿論， ELは契約曲線 01B。EL02上になければならない。
4 要素成長の効果
次に， P一定の下で，他のパラメターL,K; が変化した場合の効果を考える。ただし，
ここでは労働 L は短期においても長期においても ~ability を持つ一般的な生産要素で
あると仮定し，資本的田豆期においては immobileであるが，長期においては mobi-
lityを持つようになるものとする。最初に， mobilityを持つ労働が増加する場合の
adjustment processを考えることにする。
Fig. 2 (a)(b)で， O; fまj財の初期の生産原点であり，労働が JLだけ増加した後のそ
IV 
《↑
w 
VI 
-~J _,_ 
図2(a) 
o: 
0, ,s ,R ,T o, 
(b) 
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れは 0/,o, となる。 また Vioと V砂は，初期の j財部門における労働の限界生産物
価値を表わす。 したがって，初期の均衡点は A。, B。であり，賃金率は Woである。そ
して， 0成の労働凪が第1財部門に向けられており， RO, の労働屈が第2財部門に向け
られていることになる。 また B。は， 初期の契約曲線 01B。2上になければならない。
次に， 労働が LILだけ増加するものとする。 Kjは短期においては一定であり， また
Pも一定であるから，乃は両部門において低下するであろう。 しかし第1財部門が第2
財部門より労働集約的であるので， 関の方がより大きく低下するであろう。したがって
それは Fig.2 (a)のように， Viは一定で関が低下するという形で近似することができ
る。それ故に，短期の均衡点は Esで示すことができ， 第1財部門に向けられる労働量
は 0陰， 第2財部門に向けられる労働最は so,である。そして賃金率は Wsに低下す
ることになる。このことから，短期的には労働者が労働砿の増加に反対することは十分あ
り得るのである。
しかし， 労働絨の増加によって乃が低下するということは， 両財部門における資本
の限界生産性が上昇することを意味するのである。しかし労働集約的な第1財部門におけ
る資本の限界生産性は，第2財部門におけるそれよりも増加する。初期において，れ=r,
であるので， 労働批が増加した後では， r1>乃となるであろう。そこで資本の移動が可
能になる長期の側面を考えれば，資本は第2財部門から第1財部門に移動することにな
る。同時にその adjustmentprocessで，第1財部門の労働の限界生産力が高まり，第
2財部門のそれが低下するので，労働は第2財部門から第1財部門に向けて移動する。こ
のように，資本と労働が共に第2財部門から第1財部門に移動することによって，長期均
衡点局が達成されるのである。その労働移動量は STであり， 資本移動量は GHで
ある。局点での賃金率は，財価格は一定であるから，初期の Woと同じである。そして
リプチンスキー定理から， 第1財の生産量は 01B。から， 0/Eiに高まり， 第2財の生
産量は， B。o,から EiO,に低下することになるのである。勿論， Eiは新しい契約曲線
0/Ec,02上に位置しなければならない。
次に，資本が外生的に増加する場合を考える。一般的に資本の増加は特定部門に spe-
cificな形で行なわれるので，第1財部門に specificな衰本が増加する場合と，第2財部
門に specificな資本が増加する場合に分れる。そして一定期間を経過した後， 減価償却
などを通じて，資本の mobilityが可能になるのである。いずれにしても，資本は長期的
には mobileになり得ても，短期的には immobileであると考えられる。 ここでは，第
1財部門に specificな賓本氏が， 4氏だけ増加する場合における短期と長期の adju-
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stment processを考えることにする。
Fig: 3 (a), (b)は， 4氏の増加に伴う adjustmentprocessを示したものである。初期
の均衡点は A。, B。であり，賃金率は Woである。さて， 4氏の増加によって Vioは
即に上昇するが， v社は変化しない。したがって，短期においては賃金率は Wsに上昇
する。第1財の生産量と雇用量が増加するのに対して，第2財の生産量と雇用量は減少す
る。 Esが短期の均衡点である。 ところで 4氏の増加によって， 第1財に specificな
資本の限界生産性は低下するのであるが， 第2財に specificな資本の限界生産性も，労
働の流出によって低下するのである。 しかしのちほど示すように，れの下落率の方が r2
のれより大きいのであり，然も初期にれ＝乃であったので， 資本の移動が可能になる長 '・--・-. ヽ｀．
期においては，資本は第1財部門から第2財部門に移動することになる。そしてそのよう
な資本の移動によって，第2財部門の労働生産性が第1財部門のそれよりも高まるので，
労働も第1財部門から，第2財部門に移動することになる。その結果，第2財の生産が拡
w w 
図3(a) 
o, o, 
? ?
(b) ?
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大して第1財の生産が低下することになる。このような短期均衡から，長期均衡に到る
processで， TSの労働と CHの資本が，第1財部門から第2財部門に移動することに
なり， 長期均衡点 ELが，達成されるのである。ここで財価格は一定であるから，長期
均衡における賃金率 WLは， 初期のそれと同じである。また EL点は，新しい契約曲線
Oi'l社02上になければならない。 ところで， P一定の下で， 4氏が増加した場合に，そ
＾＾ れが Li,w, 乃に与える短期の効果は， 次式で示すことができる。まずU3)~(16)で P=O
とすれば
A 8 Kl • • 
妬＝可CK1-L1)
A 8 K2 • A 
W2=一U2 (K2ーム）
A OL1 A A 
れ＝ a, (L,-K1) 
A OL2• • 
な＝否―(L2-K2)
????
を得る。ここで，氏>o,氏=Oであり， また労働は mobilityを持っているので L戸
 ＾-L,Li!L2, さらに処=w戸 Wであるので，このような関係を (23)(24)に代入すれば
L戸• a28x1L2' .d K1>D 
L2=-• a28x1L1' .d Ki<O 
??
を得る。ただし， Ll=(u,()K山 +1120K1ら）>oである。 (27)(28)から， 4氏の増加は労働を第
2財部門から第1財部門に移動させ，したがって，短期的には第1財の生産を引上げ第2
財の生産を減少させることになる。
 ＾(27)を(23)に代入し，妬=Wとおけば
" ()K,0K2L, A 
w= 氏>o (29) 
L1 
を得る。つまり L1K1の増加は，賃金率を Woから Wsに引上げるのである。 (29)は(28)を(24)
に代入しても得られる。
次に'(27)を(25)に代入し'(28)を(26)に代入し， k,>o,衣2=0とおけば
" ()L,0K2L1 A r, = - K,<o (30) 
L1 
" ()K,()L2L1• 乃＝一氏<o (3リL1 
を得る。 (30)(3りから，前述のように，氏の増加によって， 両財部門の資本のレンタルが低
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下するのである。しかしその絶対値の差をとれば
• • L1• W2Li2L2• 
1バー 1な＝ー(OL10K2-0K18L2)氏= (k2-k1)K1 t1 pF1F2 (32) 
となる。ただし幻＝氏／らである。したがって，もし第1財が労働集約的であり，第2
財が資本集約的であれば，れの下落率の方が乃のそれより大きくなる。ここでは，第1
財が労働集約財で第2財が資本集約財であると仮定しているので，ハの下落率が乃のそ
れょり大きくなる。初期にれ＝乃であるので， 資本移動が可能になる長期においては，
第1財部門から第2財部門に向けて資本が移動することになるのである。 Fig.3 (a) (b)で
Esから ELへの均衡点のシフトがこれである。
5 結び
われわれは， ヘクシャー・オリーン・モデルに， factor mobilityについて様々な，
variationを考えることによって， adjustment processを明らかにし，それを図と式を
用いて示した。いうまでもなく，ここでの adjustmentmechanismは ， 
dLifdt=f(w1-w2) 
dKi/dt=g(r1―r2) 
dLi/dt= -dLddt 
dKi/dt= -dKddt 
????
を想定しており， f'>O,g'>O, /(0)=0, g(O)=Oという adjustmentfunction仮定
している。このような分析から，超短期，短期，および長期において，生産要素の所有者
の利害が対立することが明らかにされることになる。
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